
■ 発 行 日 ; 2022.11.15 第 32 巻 4 号 （ 通 算 376 号 ）
■ 発 行 所 ; ベ ル エ ス テ ー ト 株 式 会 社

木 更 津 市 東 中 央 3-2-13 TEL 0438-23-0021
■ 発 行 人 ; 石 井 知 明 https://www.c21bell.co.jp/

賃貸管理の一年は、春夏秋冬にそれぞれの特色

があって飽きることがありません。その中で年

末の賃貸管理業務についてレポートいたします。

春にお引越しをされるお客様の多くは、年末

年始の空いた時間にインターネットでお部屋探

しをして、「どんな物件があるのか」をマークし

ます。そのチャンスに私たちの物件に注目して

もらうためには、賃料などの入居条件、内装や

設備など、貸室の魅力を最大限に整えておく必

要があります。年が明けてからでは遅いのです。

そのために、年内に対策を決めてオーナー様に

提案をします。もちろん、承諾していただける

時もあれば、「このままの条件で頑張ってよ」と

言われる場合もありますが、どちらであれ、提

案をするのが私たち管理スタッフの大切な役目

です。そして、物件の魅力が100％伝わるような
写真や動画を撮り、説明文などを工夫して年内

のうちにネットに流して反響を待ちます。この

インターネット大作戦は、私たち管理スタッフ

の年末の大事な仕事になります。

3月中の入居を望むお客様が1月から2月にお部
屋探しに動くわけですが、その時点で空いてい

るか、空く予定が判明しているお部屋しか紹介

することができません。しかし、借主からの退

去連絡を待っていたら、3月20日に退去する人は1
カ月前の2月20日までに連絡すればいい、という
のが大方のルールです。それでは募集活動が間

に合いません。そこで3月までに退去する可能性
のある借主には、事前に「お尋ね」をします。

特に大学4年生や、この時期に更新を迎える単身
世帯がターゲットになります。カップルやファ

ミリー世帯であっても、3月頃に更新を迎える借
主には、年内の早いうちに「更新のご連絡」を

します。この作戦も年末の大切な仕事です。管

理スタッフとしてはお部屋が空かないことが一

番ですが、退去されるなら一日も早く決めたい

ので、そのための準備で一番忙しいのが年末と

いうわけです。

冬の気温は日本の北から南で異なりますが、

冬になると起こり得る賃貸トラブルがあります。

「エアコンが暖かくならない」のもその一つで

す。原因が故障ならすぐに手配をしますが、エ

アコンの暖房機能は外気が下がると動きが悪く

なるので、時間をおけば徐々に暖かい風が出る

こともあります。室外機の表面に霜が付いたり

凍結して外気が取り込めないこともありますし、

単に「霜取り作業モードになっていた」という

原因もありました。まず入居者さんへの初期確

認が必要になります。

冬の賃貸物件では「結露」も問題になります。

放置されるとサッシやパッキンにカビが生えた

り、フローリングまでカビが広がってしまいま

す。入居者さんの健康にも被害が及びますので、

「定期的に換気する」「除湿器やサーキュレータ

ーを使う」「中性洗剤を薄めた水で窓を拭く」な

どの対処策を入居者さんにも協力いただく必要

があります。

南の地域ではあまり縁がありませんが、この

時期に発生するのが給湯器の凍結トラブルです。

凍結なんて「北国だけでは？」と思いがちです

が、寒冷地は寒さ対策がしっかりしているのに

対し、まれに温暖地域に急な寒波が到来したと

きに起こったりするので備えは必要です。原因

は、外気が0度を下回った、排水管の水流が止ま
っている、の2つが大半です。給湯器が北側に設
置されている物件や、水流が止まっている空室

は凍結の可能性が高まります。給湯器は通電さ

れていれば、ほとんどの機種で凍結防止装置が

作動するはずですが、借主は退去時に電力の契

約を解除していることが多いので空室は装置が

働きません。そこで空いているお部屋では、給

湯器本体の水抜き栓を開けて排水管内の水をカ

ラにする「水抜き」という作業を行います。こ

れも年末の管理スタッフの年中行事になります。

最後に、年末年始の入居者さんに向けた連絡

事項があります。前述した、結露を防止するた

めの対処策のお願い、火の取り扱いの注意、緊

急時の管理会社への連絡方法、一定期間を留守

にするときの日程と連絡先の申告のお願い、ゴ

ミ出しの最終日の確認、その他特に年末にお知

らせしておくべき事項などです。これらを、物

件ごとに用意したそれぞれの方法で告知して

2022年を締めくくります。2023年が明けました
ら、繁忙期に向けてスタートダッシュできるよ

うに準備を万端にしてまいります。本年もあり

がとうございました。

１２月の花 プリムラ
サクラソウ科 花言葉「青春のはじまりと悲しみ」「青春の恋」

プリムラは寒さに強く種類も豊富で色鮮やかで冬の花壇や鉢花として定番です。英語ではプ

リムローズとも呼ばれその名前の由来は「最初」という意味を持つラテン語の「primus」です。
他の花に先駆けて一番初めに春の訪れを告げる花、という意味でこのような名前が付けられ

ています。花言葉の「青春のはじまりと悲しみ」は寒いころに咲きだし夏を待ちながらそれ

に逢わずに死んでしまうことに由来するともいわれます。日本にも古くから伝統園芸植物と

してサクラソウ属の原種を品種改良した「サクラソウ」または「日本桜草」と呼ばれる花が

あり混同されることもありました。しかし現在は「サクラソウ」と「プリムラ」とは区別し

て扱うのが一般的です。プリムラの園芸種は明治時代後期から日本にも輸入されていました

が当初は定着せず第2次世界大戦後に鉢物として家庭でも栽培されるようになったそうです。3



2023年（来年）の10月1日から消費税のインボ
イス制度がスタートします。賃貸経営に与える

影響について、大家Ａさんを例に解説いたしま

す。Ａさんはアパート１棟とオフィスビル1棟を
所有しています。オフィスビルの賃料収入は年

間1000万円を下回っています。

消費税は原則として、事業者が「預かった消

費税」から「支払った消費税」を控除して納付

する制度です。消費税は基準期間（個人事業主

は前々年、法人は前々事業年度）における課税

売上高（消費税がかかる取引の売上高）が、1,000
万円を超えている場合には課税事業者となり納

付義務があります。Ａさんのように課税売上高

が1,000万円以下の場合は免税事業者となり消費
税の納付義務はありません。

Ａさんのオフィスビルの借主であるテナント

Ｂは、課税売上高1,000万円を超える課税事業者
です。現在、テナントＢは「預かった消費税」

から「賃料として支払った消費税」を控除する

ことができますが、インボイス制度が始まると、

Ａさんがインボイス制度に登録して適格請求書

発行事業者となったうえで、必要な書類を提出

した場合のみ、「支払った消費税」を控除するこ

とができることとなります。つまり、Ａさんが

インボイス制度に登録しないと、賃料で支払っ

た消費税を控除することができなくなります。

Ａさんがインボイス制度に登録すれば問題ない

のでは？ と思うかもしれませんが、登録した

Ａさんは強制的に課税事業者となってしまいま

すので、これまでは手元に残していた消費税を

納付する必要がでてきてしまいます。

アパートやマンションなどの居住用不動産だ

けを所有している不動産オーナーはインボイス

制度に登録する必要はありません。つまりイン

ボイス制度の影響はないのです。これは、そも

そもアパートやマンションなどの居住用不動産

の賃料には消費税が課税されていないためです。

一方のオフィスビルの賃料は消費税の課税対象

となりますし、その借主の多くが課税事業者で

あると思われますから、不動産オーナーがイン

ボイス制度に登録しないと、賃料として支払っ

た消費税を控除することができなくなってしま

います。そのことに不満を持つ借主は、消費税

相当額を賃料から減額することを求める可能性

があり、拒否されれば退去につながる場合もあ

ります。今後Ａさんは課税事業者となってイン

ボイスの要件を満たすか、免税事業者のまま賃

料減額に応ずるか、の二択になると思われます。

なお、インボイス制度には一定の猶予期間が

認められています。仮にＡさんがインボイス制

度に登録しなかった場合でも、テナントＢは2023
年10月1日から2026年9月30日までは消費税相当
額の80%、2026年10月1日から2029年9月30日ま
では消費税相当額の50%を控除することができ
ますので、すぐに消費税相当の全額を賃料減額

する必要はありません。

インボイス制度がスタートすると、売手は「適

格請求書（インボイス）」を発行することになり

ます。では、オフィスビル等のオーナーも、2023
年10月1日から適格請求書（インボイス）を発行
しなければならないか、というとそうではあり

ません。賃料は、振込みや引き落としで支払わ

れるので、その都度に請求書を発行することは

ほとんどありません。したがってオーナー側が

契約書等に、インボイス登録後に交付される登

録番号や、適用税率と消費税額を明記すること

で要件が満たされます。テナント側は必要項目

が記載された契約書とともに、振り込みで支払

っている場合は振込金受取書を、引き落としで

支払っている場合は通帳を併せて保存すること

で、賃料で支払った消費税を控除することがで

きます。今後、新規に賃貸借契約を結ぶ際には、

従来の契約書式に登録番号や適用税率と消費税

額を明記する必要があります。また既存の契約

の場合でも契約を結び直す必要はなく、登録番

号や適用税率、消費税額などの不足している記

載項目について、別途書面やメールにて通知す

れば問題ないということになっております。

インボイス制度が始まる2023年10月1日からイ
ンボイスの登録を受けるには、原則、2023年（来
年）の3月31日までに税務署に申請を行う必要が
あります。なお、申請書を提出することに「困

難な事情」があった場合は、その事情を申請書

に記載し2023年9月30日までに提出すれば認めら
れることになります。
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円安が続いています。年初の1ドル＝110円前
後が、10月以降は150円前後で乱高下しています。
円安は日本経済にプラス面とマイナス面があり

ますが、賃貸経営にはどんな影響を及ぼすので

しょうか。たとえ小さな影響であっても認識し

ておく必要はあるのではないでしょうか。

円安の最も広範囲への影響は物価上昇であり、

食品などの生活必需品の値上がりが続いていま

す。9月の消費者物価指数（生鮮食品は除外）は
前年同月を3％も上回りました。これは消費税率
アップを除けば1991年8月以来31年1カ月ぶりの
水準となっています。現在の円安状況が続くと、

家計の負担は年間平均8万6000円増という予測も
あります。家計圧迫の影響で外食やアパレルは

買い控えが増え、円安による原材料上昇を転化

できずに倒産する企業が増加すると、わずかで

も家賃滞納リスクが増えることが予想できます。

もう一つ、見逃せない影響は外国人投資家に

よる日本不動産への投資です。円安に伴って、

日本の不動産価格は割安感が増しているようで

す。中国・台湾の投資家との取引が多い東京都

内の不動産販売会社の代表は、「1月から10月ま
での間で、日本不動産の海外投資家向けの販売

数は2割近く増えている。」と語っています。さ
らにウクライナや香港などの問題で、独裁的な

国家で資産を保有することに対するリスクが浮

き彫りになりつつある影響で、安定感のある日

本の社会状況に好感を持つ投資家の動きも背景

にあるようです。日本全体からみると外国人に

日本の不動産が買い進められるのはいい状況と

は思えませんが、売却を検討している所有者に

とってはチャンスといえるのかもしれません。

日本から海外に留学している学生は、急速な

円安で生活費の値上がりに苦労しているようで

す。これから留学予定だった日本人学生は学費

を含めた留学費用の総額が2〜3割以上増えてし
まった人もいて、留学断念者も増加中という悲

しいニュースも増えています。一方で日本で学

びたい外国人留学生は日本に来やすくなるので

しょうか？ 外国人留学生の受け入れに尽力し

てきた不動産会社の社長によると、「円安で学費

や生活費が安くなったことで日本留学を見当す

る学生が増える可能性はある」とする一方で、「外

国人留学生は母国で留学費を借りて来ている子

も少なくない。日本でアルバイトしてお金を返

す予定だったり、学校卒業後に日本で就職して

仕送りしたいという計画を立てていたりすれば、

あてが外れることになる」と、今後の予想が難

しいと困惑気味です。留学生は単身者向け物件

のターゲットですが、この円安が増加と減少の

どちらに影響するかは未知数と言えそうです。

円安の原因の一つとされるのが金融緩和策で

す。日本は先進国の中でも唯一、大規模な金融

緩和策を継続中ですが、一方でアメリカは物価

上昇を抑え込むために利上げを繰り返していま

す。このため世界中でドルを買う動きが広がり

続け、反対に円が売られているという構造です。

日本も金融緩和を止めるべきではないか、とい

う意見もありますが金融政策を決定する日本銀

行では、「日本経済は緩やかに回復基調にあるた

め金利を上げると本格的な景気回復のチャンス

を逃してしまう」と考えて金融緩和を継続した

いようです。専門外の私たちにとっては、どち

らの判断が正しいのかは分かりませんが、今後

アメリカに追従して利上げが検討される可能性

がゼロとは言い切れませんので、もし金利が上

げられれば不動産向けの融資も引き締められる

こととなり、ここ数年続いた不動産市場の活況

にも冷や水が浴びせられることとなりかねませ

ん。変動金利でアパートローンを借りている大

家さんは金利上昇で返済額が増えることになり、

その影響は大です。現在、アパートローンは金

利優遇を含めて1.5〜1.8％くらいが相場とも言わ
れていますが、これが金融機関の店頭にある2％
台にまで引き上げられる事態となれば賃貸経営

に大きなマイナスになるでしょう。これから借

入をする場合は、固定金利か変動金利かの選択

には慎重な検討が必要になりそうです。

その他に根本的な問題として、原材料の多く

を輸入に頼る住宅設備はさらなる値上げが進み

そうです。設備交換やリフォーム代の上昇は賃

貸経営に直に影響しますので、工事を実施すべ

きかどうか、実施するとしても工事内容と予算

について、長期的視野による判断が必要です。
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